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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年11月１日から平成

29年１月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年８月１日から平成29年１月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年７月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,373,720 2,184,312

受取手形及び売掛金 ※１ 1,525,596 2,980,888

商品及び製品 8,123 11,902

仕掛品 30,142 7,134

原材料及び貯蔵品 934,966 862,630

その他 137,285 1,203,016

貸倒引当金 △20,720 △30,897

流動資産合計 3,989,114 7,218,987

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 938,396 892,391

土地 1,165,851 1,165,851

その他（純額） 1,182,971 1,170,253

有形固定資産合計 3,287,220 3,228,497

無形固定資産

その他 248,090 263,519

無形固定資産合計 248,090 263,519

投資その他の資産

投資有価証券 570,638 614,598

関係会社株式 40,000 40,000

その他 555,353 566,176

貸倒引当金 △97,266 △74,926

投資その他の資産合計 1,068,725 1,145,848

固定資産合計 4,604,036 4,637,864

繰延資産

社債発行費 4,389 9,182

繰延資産合計 4,389 9,182

資産合計 8,597,540 11,866,035

決算短信（宝印刷） 2017年03月13日 15時46分 10ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



総合商研株式会社

― 11 ―

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年７月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１ 1,285,149 3,024,849

短期借入金 ※２ 920,008 ※２ 848,514

未払法人税等 56,759 276,116

賞与引当金 14,172 11,536

その他 590,298 1,080,427

流動負債合計 2,866,388 5,241,443

固定負債

社債 600,000 1,200,000

長期借入金 2,824,412 2,579,110

その他 268,429 232,054

固定負債合計 3,692,841 4,011,164

負債合計 6,559,230 9,252,608

純資産の部

株主資本

資本金 411,920 411,920

資本剰余金 452,835 452,835

利益剰余金 1,004,149 1,548,465

自己株式 △20,512 △20,512

株主資本合計 1,848,392 2,392,708

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 189,917 219,734

その他の包括利益累計額合計 189,917 219,734

非支配株主持分 ― 984

純資産合計 2,038,309 2,613,426

負債純資産合計 8,597,540 11,866,035
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年８月１日
　至 平成28年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年８月１日
　至 平成29年１月31日)

売上高 ※ 11,413,967 ※ 11,804,490

売上原価 8,196,823 8,434,610

売上総利益 3,217,144 3,369,879

販売費及び一般管理費

運賃 773,999 793,836

給料及び手当 776,022 780,365

貸倒引当金繰入額 424 9,663

賞与引当金繰入額 9,036 9,033

その他 1,063,231 996,643

販売費及び一般管理費合計 2,622,715 2,589,542

営業利益 594,428 780,337

営業外収益

受取利息 548 433

受取配当金 3,658 3,164

受取賃貸料 8,594 8,533

作業くず売却益 6,844 6,103

貸倒引当金戻入額 2,095 21,826

受取手数料 23,816 23,107

その他 8,403 11,118

営業外収益合計 53,961 74,286

営業外費用

支払利息 31,262 24,946

その他 4,054 1,904

営業外費用合計 35,316 26,850

経常利益 613,073 827,772

特別利益

固定資産売却益 ― 2,768

特別利益合計 ― 2,768

特別損失

固定資産売却損 644 ―

固定資産除却損 3,988 3,623

設備移設費用 21,359 ―

特別損失合計 25,992 3,623

税金等調整前四半期純利益 587,081 826,917

法人税、住民税及び事業税 233,016 253,476

法人税等調整額 △29,972 △1,869

法人税等合計 203,043 251,606

四半期純利益 384,037 575,311

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△1,150 984

親会社株主に帰属する四半期純利益 385,187 574,326
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年８月１日
　至 平成28年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年８月１日
　至 平成29年１月31日)

四半期純利益 384,037 575,311

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △41,954 29,817

その他の包括利益合計 △41,954 29,817

四半期包括利益 342,083 605,128

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 343,233 604,143

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,150 984
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年８月１日
　至 平成28年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年８月１日
　至 平成29年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 587,081 826,917

減価償却費 276,742 224,263

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,670 △12,163

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,175 △2,636

受取利息及び受取配当金 △4,207 △3,597

固定資産売却損益（△は益） 644 △2,768

固定資産除却損 3,988 3,623

設備移設費用 21,359 ―

支払利息 31,262 24,946

為替差損益（△は益） 22 △74

売上債権の増減額（△は増加） △1,312,937 △1,454,604

たな卸資産の増減額（△は増加） △372,522 91,565

仕入債務の増減額（△は減少） 2,135,083 1,739,699

未払消費税等の増減額（△は減少） 125,053 124,612

その他 △596,050 △607,018

小計 891,675 952,765

利息及び配当金の受取額 4,214 3,663

利息の支払額 △29,353 △31,447

法人税等の支払額 △13,206 △48,471

営業活動によるキャッシュ・フロー 853,329 876,510

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △273,374 △241,973

有形固定資産の売却による収入 100 29,490

有形固定資産の除却による支出 △14,495 △2,689

投資有価証券の取得による支出 △18,168 △4,236

貸付けによる支出 △450 △2,000

貸付金の回収による収入 3,897 5,419

無形固定資産の取得による支出 △113,756 △58,068

差入保証金の差入による支出 ― △72

差入保証金の回収による収入 ― 56

資産除去債務の履行による支出 △9,585 ―

その他 △21,778 △20,526

投資活動によるキャッシュ・フロー △447,611 △294,601
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年８月１日
　至 平成28年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年８月１日
　至 平成29年１月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000 ―

長期借入れによる収入 900,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △556,571 △516,796

社債の発行による収入 594,550 594,250

リース債務の返済による支出 △23,615 △18,867

配当金の支払額 △30,287 △29,979

自己株式の取得による支出 △660 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,383,416 228,608

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22 74

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,789,111 810,592

現金及び現金同等物の期首残高 1,272,359 1,373,720

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,061,470 ※ 2,184,312
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

１. 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

２. 持分法の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(追加情報)

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前連結会計年度末残高に

含まれております。

前連結会計年度
(平成28年７月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

受取手形 1,904千円 ―

支払手形 182,519千円 ―

　※２ 当座貸越契約

　運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約を締結しております。

　当四半期連結会計期間末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりです。

前連結会計年度
(平成28年７月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

当座貸越契約の総額 4,100,000千円 5,600,000千円

借入実行残高 ― ―

差引額 4,100,000千円 5,600,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

　※ 売上高及び利益の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成28年８月１日 至 平成29年１月31日）

当社グループでは、第１四半期連結会計期間は年賀状印刷の資材・販促費等の先行支出により利益が低下、第２四

半期連結会計期間は年賀状印刷の集中及び商業印刷の年末年始商戦の折込広告の受注により売上・利益共に増加、第

３・第４四半期連結会計期間は年賀状印刷の売上がなく固定費のみ発生することにより、売上高に対する経費割合が

高くなり利益が低下するという季節的変動があります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年８月１日
至 平成28年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年８月１日
至 平成29年１月31日)

現金及び預金 3,061,470千円 2,184,312千円

現金及び現金同等物 3,061,470千円 2,184,312千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月27日
定時株主総会

普通株式 30,021 10 平成27年７月31日 平成27年10月28日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月14日
取締役会

普通株式 30,012 10 平成28年１月31日 平成28年４月15日 利益剰余金

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年８月１日 至 平成29年１月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月12日
取締役会

普通株式 30,011 10 平成28年７月31日 平成28年10月28日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月15日
取締役会

普通株式 30,011 10 平成29年１月31日 平成29年４月17日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額(注３)商業印刷

事業
年賀状印刷

事業
ふりっぱー

事業
計

売上高

　外部顧客への
　売上高

4,829,080 6,291,214 236,456 11,356,751 57,215 11,413,967 － 11,413,967

　セグメント間
　の内部売上高
　又は振替高

47,089 2,747 8,446 58,282 1,739 60,021 △60,021 －

計 4,876,170 6,293,961 244,902 11,415,034 58,954 11,473,989 △60,021 11,413,967

セグメント利益
又は損失(△)

△1,895 816,243 △34,762 779,586 △7,819 771,766 △177,337 594,428

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、プリントハウス事業等を含んでお

ります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△177,337千円には、セグメント間取引消去6,980千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△184,318千円が含まれております。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年８月１日 至 平成29年１月31日)

当社グループは、「情報コミュニケーション事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（報告セグメントの変更等に関する事項）

当社グループは、従来「商業印刷事業」「年賀状印刷事業」「ふりっぱー事業」の３つを報告セグメントとして

まいりましたが、前第３四半期連結会計期間より、「情報コミュニケーション事業」の単一セグメントに変更して

おります。

　これは、お客様に、より必要とされる情報及びソリューションを商材等に関わらず、効果的・効率的に提供し顧

客深耕を図るために、一元的な組織管理体制を構築すべく組織変更を行った結果、当社グループの事業を一体とし

て捉えることが、事業展開、経営資源の配分、経営管理体制の実態等の観点から合理的であると判断したことによ

るものであります。

　この変更により、当第２四半期連結累計期間のセグメント情報の記載を省略しております。

決算短信（宝印刷） 2017年03月13日 15時46分 19ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



総合商研株式会社

― 20 ―

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年８月１日
至 平成28年１月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年８月１日
至 平成29年１月31日)

１株当たり四半期純利益 128.32円 191.37円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 385,187 574,326

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

385,187 574,326

普通株式の期中平均株式数(株) 3,001,687 3,001,122

(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第46期（平成28年８月１日から平成29年７月31日まで）中間配当については、平成29年３月15日開催の取締役会に

おいて、平成29年１月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

　① 配当金の総額 30,011千円

② １株当たりの金額 10円00銭

　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年４月17日
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